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J・PRU News
ー 上越市創造行政研究所広報誌 ー

上越市創造行政研究所（上創研）は、平成１２年に設置された上越市役所の組織内シンクタンクです。当市のまちづくり
を支援する調査研究機関として、人口データなどの分析や情報提供、フォーラムやワークショップの開催、調査研究による
政策提言などを行っています。 No.07

定住支援コーディネーター研修を実施しました

>> 「定住支援コーディネーター」とは

令和5年度から取り組んでいる「持続可能な地区別まちづくり支援事業」では、地域住民と行政（総合事務

所）の協働により定住促進策を検討・実践するモデル地区を設定（令和5年度は大島・浦川原・牧区）し、ワーク

ショップの運営補助や情報提供を通じて地区を支援しています。

継続的に検討や実践に取り組まれている各地区をさらに支援するため、市では今年度、大島区と牧区に専任

職員の「定住支援コーディネーター」を配置。研究所では、SNSを活用した地域情報の発信や移住者交流イベント

の企画業務に必要となるノウハウやスキルを習得する研修などを支援しています。

>> 6月１８日㈬ に定住支援コーディネーター研修を開催

第１回目の研修となる今回は、先進地である広島県三次市とオンラインでつなぎ、同市職員の永井さん、

集落支援員の徳永さん、喜多嶋さんから移住・定住の取組についてお聞きし、意見交換を行いました。

意見交換では、地域との関係構築の工夫や移住者への寄り添い方、SNSによる情報発信の方法など具体的な

事例が共有されました。地域住民が主役となり、行政と連携しながら「課題解決」から「価値創出」へとつな

がるまちづくりの重要性を学ぶことができました。

▲定住支援コーディネーター ［左］加藤さん（大島区） / ［右］草野さん（牧区）

みよし

▶ 平成18年に「まち・ゆめ基本条例」を制定。19の住民自治組織を設立し、各地区が「地域まちづくりビジョ
ン」を策定し、これに基づくまちづくりを展開しています。各支所等に住民組織の運営を支援する職員や希望
する12地区に集落支援員を配置するほか、活動費等の支援を行っています。

▶ 吉舎地区では、住民自治組織と連携し、地域課題の見える化と移住定住促進を進めるほか、移住見学や
古民家再生を通じた拠点づくりにも取り組んでいます。さらに地域住民と移住者をつなぐ「きさIJUネッ
ト」を設立し、交流会を開催するなど、関係人口の可視化・つながりの強化にも注力しています。

▶ 河内地区では、空き家調査や地域情報の発信を通じて、住民との信頼関係を築き、移住・定住につなげる
活動を展開。「集落支援員カフェ」など、住民同士が気軽に交流できる場づくりや、「お気楽リサイク
ル」（空き家の整理）を通じた住民支援を行い、暮らしに寄り添った支援を実践されています。

【先進事例】 広島県三次市の主な取組



① 人口減少対策 ：地域の人口減少に歯止めをかける事業

② 地域課題解決 ：地域の課題解決を図る事業

③ 交流人口増加 ：地域の交流人口の増加を促進する事業

新潟県上越市新光町1-8-11 上越保健センター2階
Tel： 025-526-3490 E-mail: souzou@city.joetsu.lg.jp
https://www.city.joetsu.niigata.jp/site/souzou-gyosei/

J・PRU News 2025年7・8月号

発行 上越市創造行政研究所

「地区別まちづくり」の先進地視察を行いました （宮崎県美郷町）
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地域づくりの先進地である美郷町は、地区別定住戦略事業「ちくせん」を通じて、町内全24地区ごとに定住
戦略を策定し、住民と行政が一体となった地域づくりを行っています。「ちくせん」実施までの経過や、事業
の仕組み、成果と課題などを包括的に学ぶため、担当者や実際に事業に携わる住民にヒアリングを行いました。

■美郷町の紹介

宮崎県の山間部に位置し、平成18年に西郷村、南郷村、北郷村が合併して誕生。
人口は約4,200人、高齢化率は約54％で、1980年代から人口減少が著しい地域でし

たが、「ちくせん」の実施により近年は100件以上、移住相談を受ける年もあります。

■地区別定住戦略事業「ちくせん」とは？

人口減少対策の一つとして美郷町の住民が主体となって、定住促進の取組を定めて実践する活動です。

美郷町

人口減少対策として導入された「ちくせん」ですが、当初から全てが
順調だったわけではありません。趣旨が地域住民に十分に浸透しないま
ま事業が始動したことや、多額の補助金額が一人歩きし、補助金ありき
の活動になってしまう地区も見られたとのことです。

しかし、町民に「自分ごと」として事業に向き合ってもらえるよう、
24行政区それぞれでの実施にこだわったことで、各地区が個性を出しな
がら活動を展開し、オーダーメイドの移住ツアーや移住お試し滞在施設
での受入れ等を通じて移住定住の増加に繋げています。

今回、ヒアリングにご協力いただいた地区の皆さんは、「町をなんと
かしたい」という強い想いで活動に取り組んでいる方ばかりでした。そ
の熱意や団結力が地域の未来を作り、住み続けたい町へと発展させる原
動力となっていると実感しました。

▲ちくせんに携わる町民の方に
も直接お話を聞きました

食育啓発イベントで研究成果を展示しました

6月28日（土）、無印良品直江津のOpen MUJIにて開催された
「令和７年度食育啓発イベント」に、昨年度の調査研究「米関
連産業の地域経済循環分析」の成果をまとめたパネル「お米は
回る！上越のごはん経済」を展示しました。

パネルでは、上越市が誇る米の生産から消費までの流れを分

かりやすく図解し、上越市民は他の地域に比べて地域のお米
を消費している割合が大きいことや、上越産米が地域経済に
約４倍もの所得を生み出す「ごはん経済」の力を紹介。地産地
消の重要性や、米作りが抱える課題、そして未来に向けた可能
性について、約500名の方々にご覧いただきました。

市民の皆さんに、身近な「お米」が持つ地域経済への大きな
貢献を知っていただく貴重な機会となりました。

今回の調査で得られた知見を今後の持続可能な地域づくりに
活かしてまいります。ご来場、誠にありがとうございました。
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